長建協発第４５６号
平成２０年３月４日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
住宅瑕疵担保履行法のパンフレットの配布等について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　構造計算書偽装問題を契機として、住宅の発注者や買主を保護するため「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」が制定され、平成２１年１０月１日以降に引渡しされる新築住宅の売主等に対し、瑕疵担保責任を果たすための資力確保措置が義務付けられることとなりました。

　今般、制度の円滑な施行を図るための標記パンフレットが国土交通省で作成され、全建を通じ同省住宅局住宅生産課長、総合政策局建設業課長並びに不動産業課長より別添のとおり通知がまいっておりますので、貴支部会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。
　なお、本パンフレットは同省ホームページ（下記参照願います。）からもダウンロード出来ますことを申し添えます。

· 国土交通省ホームページ　　　http://www.mlit.go.jp/
　　　　　　　↓

　 組織別情報　の中の　「住宅・建築」　をクリック

　　　　　　  ↓

　 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律コーナー　をクリック


お問い合わせ先


国土交通省住宅局住宅生産課　担当：豊嶋、稲葉
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